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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第２四半期連結
累計期間

第47期
第２四半期連結
会計期間

第46期

会計期間
　

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高 （百万円） 3,352 2,192 8,983

経常損失（△）又は経常利益
（百万円）

　
△180 71 89

四半期純損失（△）又は

四半期（当期）純利益

（百万円）

　
△742 76 9

純資産額
（百万円）

　
－ 1,684 2,462

総資産額
（百万円）

　
－ 8,070 9,901

１株当たり純資産額 （円）　 － 421.25 615.99

１株当たり四半期純損失（△）又は

１株当たり四半期（当期）純利益
（円）　 △185.73 19.22 2.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円）　 － － －

自己資本比率 （％）　 － 20.9 24.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 645 － △1,034

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △44 － △171

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円）

　
△525 － 950

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高

（百万円）

　
－ 817 742

従業員数 （人）　 － 340 354

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　３．第47期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第46期及び第47期第２四半期連結

会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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２【事業の内容】
　当社グループは、当社と連結子会社２社及び非連結子会社２社で構成されており、ケーブルテレビ施設のシステムの
最適化をはかることを目的としたケーブルシステム・インテグレーション事業を主な事業としております。
　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況
　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 340 (33)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して
おります。

（2）提出会社の状況
　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 223 (27)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており
ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

生産実績（百万円）

トータル・インテグレーション部門 1,508

機器インテグレーション部門 452

合計 1,960

　（注）上記の金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

（2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

受注高（百万円） 受注残高（百万円）

トータル・インテグレーション部門 1,095 2,021

機器インテグレーション部門 779 758

合計 1,875 2,779

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

販売実績（百万円） 

トータル・インテグレーション部門 1,438

機器インテグレーション部門 754

合計 2,192

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）における我が国経済は、米国や欧州にお

ける金融危機の深刻化や、国内の景気の下振れ懸念、株式・為替市場の変動等の影響により、経済環境の先行きに

不透明感が広がり、長引きそうな減速懸念が現実味を帯びてきております。

　一方、ケーブルテレビ業界におきましては、ケーブルインターネットの高速化やプライマリ電話システム（固定

電話の番号がそのまま使え、警察・消防への緊急通話にも対応する高品質な電話サービス)の構築を進めており、こ

れらを支えるインフラ整備を含め設備投資が徐々に高まりつつあります。

　このような状況下、当社グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、前年度末までの受注案件が順調に完成

したことに加え、第３四半期連結会計期間以降に売上予定であった案件の一部の完成が早まり、当第２四半期連結

会計期間に売上計上となった案件があったこと、また、高速インターネット関連機器及び光関連機器の需要増が

あったこと等により、売上高は2,192百万円となりました。利益面では、売上高の確保と工事部門におけるコスト削

減効果により利益率が向上し、営業利益は85百万円、経常利益は71百万円となりました。また、当四半期純利益は、

貸倒引当金戻入額を計上したこと等により、76百万円となりました。

　なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として第４四半期に売上計上する割合が大きく、業績には季節

変動があります。

　（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、817百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　　　営業活動の結果使用した資金は322百万円となりました。

　　 支出の主な内訳は、売上債権の増加額257百万円及びたな卸資産の増加額95百万円であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

       投資活動の結果使用した資金は37百万円となりました。

　　 支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出16百万円及び無形固定資産の取得による支出9百万円であ

　　 ります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　　　財務活動の結果得られた資金は473百万円となりました。

　　 収入の主な内訳は、短期借入金の純増加額390百万円及び長期借入れによる収入300百万円であり、支出の主

　　 な内訳は、長期借入金の返済による支出216百万円であります。

　（3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　　　　当第２四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。　

　（4）研究開発活動　

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は66百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　当社グループの主要取引先はケーブルテレビ事業者であります。ケーブルテレビは多チャンネル放送サービスや

インターネット接続サービスの提供により成長してまいりましたが、放送のデジタル化に加え、通信分野における

ブロードバンド化の急速な進展などケーブルテレビを取巻く環境は大きく変化しております。一方、都市と地方の

情報格差是正のため、政府は「地域情報通信基盤整備推進交付金」をはじめとする様々な財政、金融支援及び税制

支援施策を実施し、ケーブルテレビ業界においても恩恵を受けてきました。このような経営環境の中で、ケーブル

テレビ事業者は施設の高度化など新たな課題に対応していくことが必須ではあるものの、政策の変化による資金

調達の影響や新技術導入時期の調整等により、設備投資が大きく変化する場合、当社グループの経営成績に重要な

影響を与える要因となります。

　ケーブルテレビの加入者数は今後も堅調に推移し、ケーブルテレビ事業者の収益も引き続き増加するものと思わ

れ、また、その設備投資は大規模ではありませんが、施設のFTTH化に向けられつつあります。一方、ケーブルテレビ
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のデータ通信ではDOCSIS（ドクシス）と呼ばれる技術仕様があり、平成20年内ではDOCSIS3.0を採用したケーブ

ルインターネット関連機器がリリースされる予定となっておりますが、今回の標準化により高速インターネット

関連機器の高機能化、低価格化が見込まれ、大手通信事業者とインターネットの加入者獲得競争を繰り広げるケー

ブルテレビ事業者ではその採用計画が進んでおります。また、地方におけるテレビ共聴施設の地デジ対応に向けた

関連機器も前期に続き需要増が見込まれます。　

　今後においても施設構築案件の獲得競争や機器の受注競争が続き、厳しい市場環境は変わらないと思われます

が、当社グループにおいては、FTTH関連機器、地デジ対応関連機器の受注増による生産高の増加を見込んでおり、

利益面での改善傾向があらわれるものと思われます。ただし、第１四半期連結会計期間において「棚卸資産の評価

に関する会計基準」の適用等により多額の特別損失を計上しましたので、通期におきましては当期純損失を計上

する見通しとなっております。

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析　

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、126百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、（2）キャッシュ・フローの状況に記載しております。　

　（7）経営者の問題意識と今後の方針について

　当第２四半期連結会計期間において、経営者の問題意識と今後の方針について重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,735,120

計 11,735,120

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,033,780 4,033,780 ジャスダック証券取引所 ―

計 4,033,780 4,033,780 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

　（百万円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 4,033,780 ― 411 ― 386
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　山口　正裕 　愛知県名古屋市瑞穂区 792 19.63

　シンクレイヤ社員持株会 　愛知県名古屋市中区千代田2-21-18 510 12.65

　山口　正起 　愛知県春日井市 447 11.09

　山口　美智子 　愛知県春日井市 94 2.35

　株式会社三菱東京UFJ銀行 　東京都千代田区丸の内2-7-1 90 2.23

　山口　修 　愛知県名古屋市西区 89 2.21

　山口　愛子 　愛知県名古屋市瑞穂区 80 2.00

　磯貝　元彦 　岐阜県多治見市 77 1.91

　山下　良三 　大阪府高槻市 67 1.68

　亀谷　美千惠 　岐阜県多治見市 62 1.54

計 － 2,312 57.32

（６）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

35,000 ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,986,000 3,986 ―

単元未満株式
普通株式

12,780 ― ―

発行済株式総数 4,033,780 ― ―

総株主の議決権 ― 3,986 ―

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シンクレイヤ株式
会社

愛知県名古屋市中
区千代田2-21-18 35,000 ― 35,000 0.86

計 ― 35,000 ― 35,000 0.86

EDINET提出書類

シンクレイヤ株式会社(E05326)

四半期報告書

 9/23



２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 150 154 150 145 109 125

最低（円） 130 136 149 110 99 85

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 817 742

受取手形及び売掛金 734 1,662

完成工事未収入金 807 1,857

商品及び製品 660 985

仕掛品 51 88

未成工事支出金 601 171

原材料及び貯蔵品 315 662

その他 533 151

貸倒引当金 △0 △15

流動資産合計 4,521 6,306

固定資産

有形固定資産

土地 1,554 1,554

その他 2,831 2,807

減価償却累計額 △2,229 △2,185

有形固定資産合計 2,156 2,175

無形固定資産 65 65

投資その他の資産

その他 1,538 1,438

貸倒引当金 △218 △53

投資損失引当金 － △39

投資その他の資産合計 1,320 1,345

固定資産合計 3,542 3,587

繰延資産 5 7

資産合計 8,070 9,901

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 927 1,541

工事未払金 356 471

短期借入金 1,560 2,210

1年内返済予定の長期借入金 763 764

未払法人税等 37 14

賞与引当金 173 102

その他 239 173

流動負債合計 4,058 5,276

固定負債

社債 500 500

長期借入金 732 582

退職給付引当金 1,074 1,062

役員退職慰労引当金 17 17

その他 3 －

固定負債合計 2,327 2,161

負債合計 6,386 7,438
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 411 411

資本剰余金 386 386

利益剰余金 829 1,595

自己株式 △10 △10

株主資本合計 1,616 2,383

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △8 2

為替換算調整勘定 75 77

評価・換算差額等合計 67 79

純資産合計 1,684 2,462

負債純資産合計 8,070 9,901
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 3,352

売上原価 2,379

売上総利益 973

販売費及び一般管理費 ※1
 1,126

営業損失（△） △152

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 5

その他 4

営業外収益合計 10

営業外費用

支払利息 31

その他 7

営業外費用合計 38

経常損失（△） △180

特別利益

投資損失引当金戻入額 39

特別利益合計 39

特別損失

貸倒引当金繰入額 147

固定資産売却損 0

固定資産除却損 0

出資金評価損 42

たな卸資産評価損 833

特別損失合計 1,024

税金等調整前四半期純損失（△） △1,164

法人税、住民税及び事業税 35

法人税等調整額 △457

法人税等合計 △422

四半期純損失（△） △742
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 2,192

売上原価 1,553

売上総利益 638

販売費及び一般管理費 ※1
 553

営業利益 85

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 2

その他 2

営業外収益合計 5

営業外費用

支払利息 14

その他 4

営業外費用合計 19

経常利益 71

特別利益

貸倒引当金戻入額 3

特別利益合計 3

特別損失

固定資産除却損 0

特別損失合計 0

税金等調整前四半期純利益 75

法人税、住民税及び事業税 24

法人税等調整額 △25

法人税等合計 △1

四半期純利益 76
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,164

減価償却費 74

貸倒引当金の増減額（△は減少） 147

投資損失引当金の増減額（△は減少） △39

賞与引当金の増減額（△は減少） 71

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12

受取利息及び受取配当金 △5

支払利息 31

為替差損益（△は益） △2

固定資産売却損益（△は益） 0

固定資産除却損 0

出資金評価損 42

売上債権の増減額（△は増加） 1,956

たな卸資産の増減額（△は増加） 277

仕入債務の増減額（△は減少） △725

未成工事受入金の増減額（△は減少） 102

その他 △98

小計 679

利息及び配当金の受取額 5

利息の支払額 △29

法人税等の支払額 △10

営業活動によるキャッシュ・フロー 645

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △36

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △11

投資有価証券の取得による支出 △6

その他 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △44

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △650

長期借入れによる収入 600

長期借入金の返済による支出 △451

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △23

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △525

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 74

現金及び現金同等物の期首残高 742

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 817
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項
の変更

(1) 連結の範囲の変更　
　愛知電子（香港）有限公司は、清算手続
き中であり、重要性がないため、第１四半
期連結会計期間より連結子会社から除外
しております。

(2) 変更後の連結子会社数　
　２社

２．会計処理基準に関する事
項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の
変更　
　たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資
産については、従来、主として総平均法
による原価法によっておりましたが、
第１四半期連結会計期間より「棚卸資
産の評価に関する会計基準」（企業会
計基準第９号　平成18年７月５日）が
適用されたことに伴い、主として総平
均法による原価法（貸借対照表価額に
ついては収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）により算定しておりま
す。
これにより、当第２四半期連結累計期
間の営業損失及び経常損失は62百万円
減少し、税金等調整前四半期純損失は
771百万円増加しております。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社
の会計処理に関する当面の取扱い」の
適用　　
　第１四半期連結会計期間より、「連結
財務諸表作成における在外子会社の会
計処理に関する当面の取扱い」（実務
対応報告第18号　平成18年５月17日）
を適用しております。
これによる当第２四半期連結累計期間
の損益に与える影響はありません。 

(3) リース取引に関する会計基準の適用　　
所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、従来、賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっており
ましたが、「リース取引に関する会計
基準」（企業会計基準第13号（平成５
年６月17日）（企業会計審議会第一部
会）、平成19年３月30日改正））及び、
「リース取引に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第16号
（平成６年１月18日（日本公認会計士
協会　会計制度委員会）、平成19年３月
30日改正））が平成20年４月１日以後
開始する連結会計年度に係る四半期連
結財務諸表から適用することができる
ことになったことに伴い、第１四半期
連結会計期間からこれらの会計基準等
を適用し、通常の売買取引に係る会計
処理によっております。
また、所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産の減価償
却方法については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
これによる当第２四半期連結累計期間
の損益に与える影響は軽微でありま
す。　
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【簡便な会計処理】

　　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を10年とし

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より８年に変

更しました。

　この変更は、平成20年度法人税法の改正を契機として、

資産の利用状況を見直した結果、改正後の法人税法に基

づく耐用年数を採用したことによるものであります。

これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える

影響は軽微であります。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末　
（平成20年３月31日）

　保証債務

　岐阜県可児工業団地協同組合の金融機関からの借入に対

する保証　　　　　　　　　　　　　　　 　590百万円

　株式会社ＪＷＡＹとの間で、同社の債務返済用流動資金が

一定水準を下回った場合に、一定の事由を停止条件とし

て同社に対して資金提供を約した特約書を締結しており

ます。当第２四半期連結会計期間末における本契約の対

象債務は発生しておりません。なお、本契約は同社の債務

支払いに関して保証を行うものではありません。

　保証債務　

　岐阜県可児工業団地協同組合の金融機関からの借入に対

する保証　　　　　　　　　　　　　　　　 432百万円

　株式会社ＪＷＡＹとの間で、同社の債務返済用流動資金が

一定水準を下回った場合に、一定の事由を停止条件とし

て同社に対して資金提供を約した特約書を締結しており

ます。当連結会計年度末における本契約の対象債務は発

生しておりません。なお、本契約は同社の債務支払いに関

して保証を行うものではありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与手当     385百万円

賞与引当金繰入額     97百万円

退職給付費用      44百万円

研究開発費      142百万円

減価償却費     17百万円

支払賃借料        57百万円

２　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として

第４四半期に売上計上する割合が大きく、業績には

季節変動があります。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与手当       190百万円

賞与引当金繰入額     37百万円

退職給付費用      22百万円

研究開発費      66百万円

減価償却費     9百万円

支払賃借料        29百万円

２　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として

第４四半期に売上計上する割合が大きく、業績には

季節変動があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成20年９月30日現在）
現金及び預金    817百万円
現金及び現金同等物    817百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　
平成20年９月30日）
１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　4,033,780株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 35,916株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 23 6 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
　当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化をはかることを目的としたケーブルシステム・イン

テグレーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから事業の種類別セグメント情報の開示

を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％
を超えているため、記載を省略しております。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）
　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）　
　当社グループの行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありませ

ん。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）
　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 421.25円 １株当たり純資産額 615.99円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
　（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
　（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額 （百万円） 1,684 2,462

純資産の部の合計額から控除する金額 （百万円） ― ―

普通株式に係る四半期末（期末）の
純資産額

（百万円） 1,684 2,462

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期（期末）の普通株式の数

（株） 3,997,864 3,997,928

２．１株当たり四半期純損失等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △185.73円
　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益 19.22円
　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失等の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（△）又は四半期純利益 （百万円）　 △742 76

普通株主に帰属しない金額         （百万円）　 ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）又は
四半期純利益 （百万円）　 △742 76

期中平均株式数                   （株）　 3,997,892 3,997,864

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月11日

シンクレイヤ株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西松　真人　　印 　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　裕之　　印 　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンクレイヤ株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シンクレイヤ株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　追記情報

  四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなったため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成し

ている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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